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【調査結果の概要】 

１ 農林業経営体 

農林業経営体数は 17,631経営体で、５年前に比べ 4,432経営体（20.1％）減少した。 

このうち、農業経営体は 17,392経営体、林業経営体は 753経営体となり、５年前に

比べそれぞれ 4,342経営体（20.0％）、215経営体（22.2％）減少した。 

 

図１ 農林業経営体数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１ 農林業経営体数 

 
 

 

 

 

 

 

 

注１： 農業経営と林業経営を合わせて営んでいる経営体があるため、農業経営体数と 

        林業経営体数の合計と農林業経営体数は一致しない。 

      ２： 表中の「△」は減少したものを示す（以下同じ。）。 

  

○ 農林業経営体数は 17,631経営体となり、５年前に比べ 4,432経営体（20.1％）減少。 

○ １経営体当たりの経営耕地面積は1.40ha となり、５年前に比べ0.17ha （13.8％）増加。 

○ 基幹的農業従事者数は 21,760人となり、５年前に比べ 6,894人（24.1％）減少。 

単位：経営体

区分 農林業 経営体 農業 経営体 林業 経営体

平成　27年 27,424 26,988 2,538

令和　２年 22,063 21,734 968

　　　７年 17,631 17,392 753

増減率（％）

　令和２年/平成27年 △ 19.5 △ 19.5 △ 61.9

　令和７年/２年 △ 20.1 △ 20.0 △ 22.2
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２ 農業経営体 

(1) 農業経営体数 

農業経営体のうち、個人経営体は 16,857経営体となり、５年前に比べ 4,364経営

体（20.6％）減少した。一方、団体経営体は 535 経営体となり、22 経営体（4.3％）

増加した。 

 

表２ 農業経営体数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

団体経営体のうち法人経営体は 486経営 

体で、５年前に比べ 24経営体（5.2％）増 

加した。この結果、団体経営体に占める法 

人経営体の割合は 90.8％となり、0.7ポイ 

ント上昇した。 

 

 

 

 

 

 

 

法人経営体の内訳をみると、会社法人は 360 経営体で、５年前に比べ 50 経営体

（16.1％）増加した。 

表３ 組織形態別農業経営体数 

 

 

 

 

 

 

 

  

図２ 法人化している農業経営体数 

 

農業 経営体 個人経営体 団体経営体 団体経営体に

①＋② ① ② 法人経営体 占める法人割合

経営体 経営体 経営体 経営体 ％

平成　27年 26,988 26,476 512 450 87.9

令和　２年 21,734 21,221 513 462 90.1

　　　７年 17,392 16,857 535 486 90.8

増減率（％）

　令和２年/平成27年 △ 19.5 △ 19.8 0.2 2.7 −

　令和７年/２年 △ 20.0 △ 20.6 4.3 5.2 −

区分

単位：経営体

計
農事組合

法人
会社

各種団体・
その他の法人

平成　27年 450 82 254 114

令和　２年 462 74 310 78

　　　７年 486 66 360 60

増減率（％）

　令和２年/平成27年 2.7 △ 9.8 22.0 △ 31.6

　令和７年/２年 5.2 △ 10.8 16.1 △ 23.1

法人化している

区分
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(2) 経営耕地面積            

経営耕地のある農業経営体の１経営体当たりの経営耕地面積は 1.40haで、５ 

年前に比べ 0.17ha（13.8％）増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 経営耕地面積規模別の農業経営体数 

経営耕地面積規模別に農業経営体数の増減率をみると、５年前に比べ５ha以上

の各層で農業経営体数が増加した。 

 

図４ 経営耕地面積規模別に見た農業経営体数の増減率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

注：「0.3ha未満」に経営耕地面積なしを含む。 

 

 

図３ １農業経営体当たりの経営耕地面積 

 

 

表４ １農業経営体当たり 

の経営耕地面積 
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図５ 経営耕地面積規模別にみた農業経営体数の構成割合 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：「0.3ha未満」に経営耕地面積なしを含む。 
 

表５ 経営耕地面積規模別の農業経営体数 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 経営耕地面積規模別の経営耕地面積 

農業経営体の経営耕地面積を規模別にみると、2.0ha 以上の農業経営体の経営耕

地面積が全体の 54.3％を占め、５年前に比べて 7.2ポイント上昇した。 
 

図６ 経営耕地面積規模別の経営耕地面積割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：経営体

区分 計 経営耕地なし 0.3ha未満 0.3～0.5 0.5～1.0 1.0～3.0 3.0～5.0 5.0～10.0 10.0～20.0 20.0～30.0 30.0ha以上

平成　27年 26,988 266 1,243 5,783 9,894 8,359 1,047 264 98 17 17

令和　２年 21,734 259 1,154 4,516 7,636 6,780 907 323 102 32 25

　　　７年 17,392 174 1,090 3,456 5,759 5,471 894 347 132 35 34

増減率（％）

　令和２年/平成27年 △ 19.5 △ 2.6 △ 7.2 △ 21.9 △ 22.8 △ 18.9 △ 13.4 22.3 4.1 88.2 47.1

　令和７年/２年 △ 20.0 △ 32.8 △ 5.5 △ 23.5 △ 24.6 △ 19.3 △ 1.4 7.4 29.4 9.4 36.0

構成比（％）

平成　27年 100.0 1.0 4.6 21.4 36.7 31.0 3.9 1.0 0.4 0.1 0.1

令和　２年 100.0 1.2 5.3 20.8 35.1 31.2 4.2 1.5 0.5 0.1 0.1

　　　７年 100.0 1.0 6.3 19.9 33.1 31.5 5.1 2.0 0.8 0.2 0.2
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(5) 水稲作付面積規模別の農業経営体数 

販売目的で水稲を作付けした農業経営体数は 8,253経営体で、５年前に比べ 2,395

経営体（22.5％）減少した。 

水稲作付面積規模別に農業経営体数の増減率をみると、５年前に比べ 7.5ha 未満

の各層では減少したものの、7.5ha以上層では増加した。  

 

表６ 水稲作付面積規模別の農業経営体数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 水稲作付面積規模別の農業経営体数の構成割合 

 

 

 

 

 

 

  

単位：経営体

区分 計 0.5ha未満 0.5 ～ 1.0 1.0～2.0 2.0～7.5 7.5ha以上

平成　27年 13,617 7,152 4,277 1,451 671 66

令和　２年 10,648 5,245 3,285 1,272 755 91

　　　７年 8,253 3,710 2,532 1,149 721 141

増減率（％）

　令和２年/平成27年 △ 21.8 △ 26.7 △ 23.2 △ 12.3 12.5 37.9

　令和７年/２年 △ 22.5 △ 29.3 △ 22.9 △ 9.7 △ 4.5 54.9

構成比（％）

平成　27年 100.0 52.5 31.4 10.7 4.9 0.5

令和　２年 100.0 49.3 30.9 11.9 7.1 0.9

　　　７年 100.0 45.0 30.7 13.9 8.7 1.7
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(6) 農産物販売金額規模別の農業経営体数 

１年間における農産物販売金額規模別に農業経営体数の増減率をみると、５年前

に比べ１,000万円以上１億円未満、３億円以上の各層で農業経営体数が増加した。 

 

図８ 農産物販売金額規模別にみた農業経営体数の増減率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９ 農産物販売金額規模別にみた農業経営体数の構成割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表７ 農産物販売金額規模別農業経営体数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 計 販売なし 50万円未満 50～100 100～300 300～500 500～1,000
1,000～
3,000

3,000～
5,000

5,000万～
１億

１～３億 ３億円以上

平成　27年 26,988 2,759 9,932 4,198 5,356 1,875 1,803 829 94 64 46 32

令和　２年 21,734 2,090 6,344 3,725 4,559 1,945 1,851 975 88 72 53 32

　　　７年 17,392 1,226 4,855 2,968 3,688 1,545 1,584 1,208 155 80 43 40

増減率（％）

　令和２年/平成27年 △ 19.5 △ 24.2 △ 36.1 △ 11.3 △ 14.9 3.7 2.7 17.6 △ 6.4 12.5 15.2 0.0

　令和７年/２年 △ 20.0 △ 41.3 △ 23.5 △ 20.3 △ 19.1 △ 20.6 △ 14.4 23.9 76.1 11.1 △ 18.9 25.0

構成比（％）

平成　27年 100.0 10.2 36.8 15.6 19.8 6.9 6.7 3.1 0.3 0.2 0.2 0.1

令和　２年 100.0 9.6 29.2 17.1 21.0 8.9 8.5 4.5 0.4 0.3 0.2 0.1

　　　７年 100.0 7.0 27.9 17.1 21.2 8.9 9.1 6.9 0.9 0.5 0.2 0.2
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(7) 農産物販売金額１位の部門別経営体数 

農産物販売金額１位の部門別に農業経営体数の構成割合をみると、稲作が 35.0％

となり、５年前に比べ 0.1ポイント下降した。一方、果樹類、施設野菜がそれぞれ５

年前に比べ 0.8ポイント、0.2ポイント上昇した。 

 

図 10 農産物販売金額１位の部門別にみた農業経営体数の構成割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(8) 青色申告を行っている農業経営体数 

青色申告を行っている農業経営体数は 6,835 経営体で、５年前に比べ 288経営体

（4.4％）増加した。この結果、青色申告を行っている農業経営体が占める割合は

39.3％となり、５年前に比べ 9.2ポイント上昇した。 

 

表８ 青色申告を行っている農業経営体数 
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(9) データを活用した農業を行っている農業経営体数 

データ（気象状況、市況、農作業履歴、生育状況等の情報）を活用した農業を行っ

ている農業経営体数は6,029経営体で、農業経営体に占める割合は34.7％となった。 

 

表９ データを活用した農業を行っている農業経営体数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

(10) 主副業別農業経営体数（個人経営体） 

農業経営体のうち個人経営体を主副業別にみると、主業経営体は 3,908 経営体

で５年前に比べ 620経営体（13.7％）の減少、準主業経営体は 1,521経営体で 896

経営体（37.1％）の減少、副業的経営体は 11,428経営体で 2,848経営体（19.9％）

の減少となった。 

一方、主業経営体が占める割合は 23.2％となり、５年前に比べ 1.9 ポイント上

昇した。 

 

図 11 主副業別農業経営体数（個人経営体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：経営体

小計
（実数）

気象・市況等
のデータを見
て農業

農作業履歴等
のデータをパ
ソコン等で記
録

機器・セン
サーを用いて
生育状況等の
データを計
測・取得し分
析

データ分析を
活用した営農
上のサービス
やサポートを
利用

令和　７年 17,392 6,029 5,407 1,864 269 538 11,363

構成比（％）

令和　７年 100.0 34.7 31.1 10.7 1.5 3.1 65.3

計

データを活用した農業を行っている（複数回答）

データを活用
した農業を
行っていない

区分
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(11) 農業労働力 

農業経営体のうち個人経営体の基幹的農業従事者（自営農業を主な仕事としてい

る世帯員）は 21,760人で、５年前に比べ 6,894人（24.1％）減少した。 

団体経営体の役員・構成員は 1,222人で、５年前に比べ 107人（9.6%）増加した。 

農業経営体の常雇い数は 3,313人で、５年前に比べ 855人（34.8%）増加した。 

表 10 農業労働力 

 

 

 

 

 
注１： 役員・構成員の値は、農業に 150 日以上従事した人数（経営主を含む。）である。 

 ２： 常雇いとは、農業に年間７か月以上の契約で雇った人をいう。 

 

表 11 年齢別基幹的農業従事者数(個人経営体) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

図 12 年齢別基幹的農業従事者数(個人経営体)の推移 

 

 

 

 

 

 

 

  

平均年齢 68.7 歳 

 
  

 

平均年齢 69.3 歳 

 
   

 

平均年齢 69.1 歳 

(人) 

単位：人

28,654 1,115 2,458

21,760 1,222 3,313

増減率（％）

△ 24.1 9.6 34.8

役員・構成員 常雇い

    　７年

　令和７年/２年

基幹的農業従事者区分

令和　２年

単位：人

小計 65 ～ 69 70 ～ 74 75 ～ 79 80歳以上

平成　27年 35,744 316 331 516 660 875 1,306 2,132 4,573 25,035 6,501 6,163 6,045 6,326

令和　２年 28,654 299 300 438 668 730 925 1,398 2,688 21,208 5,018 5,953 4,481 5,756

    　７年 21,760 218 249 396 625 784 845 1,083 1,709 15,851 2,955 4,428 4,371 4,097

構成比（％）

平成　27年 100.0 0.9 0.9 1.4 1.8 2.4 3.7 6.0 12.8 70.0 18.2 17.2 16.9 17.7

令和　２年 100.0 1.0 1.0 1.5 2.3 2.5 3.2 4.9 9.4 74.0 17.5 20.8 15.6 20.1

　　　７年 100.0 1.0 1.1 1.8 2.9 3.6 3.9 5.0 7.9 72.8 13.6 20.3 20.1 18.8

60 ～ 64
65歳以上

区分 計 29歳以下 30 ～ 34 35 ～ 39 40 ～ 44 45 ～ 49 50 ～ 54 55 ～ 59
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３ 林業経営体 

(1) 林業経営体数 

林業経営体のうち、個人経営体は 656経営体、団体経営体は 97経営体となり、５

年前に比べそれぞれ 213経営体（24.5％）、2経営体（2.0％）減少した。 

団体経営体に占める法人経営体の割合は 82.5％となり、10.8 ポイント上昇した。 

表 12 林業経営体数 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 保有山林面積規模別の林業経営体数 

保有山林面積規模別に林業経営体数の構成割合をみると、10～20haが 24.3％、次

いで５～10ha が 23.5％、5ha 未満が 19.1％となった。保有山林面積が 10ha 以上あ

る林業経営体が全体の 57.4％を占め、５年前に比べて 1.2ポイント下降した。 

 

図 13 保有山林面積規模別にみた林業経営体数の構成割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注：「5ha未満」には保有山林なしを含む。 

 

表 13 保有山林面積規模別にみた林業経営体数 

 

 

 

 

 

単位：経営体

区分 計 保有山林なし 5ha未満 5～10 10～20 20～30 30 ～ 50 50ha以上

平成　27年 2,538 25 642 711 625 258 151 126

令和　２年 968 18 150 233 246 123 89 109

　　　７年 753 19 125 177 183 97 69 83

増減率（％）

　令和２年/平成27年 △ 61.9 △ 28.0 △ 76.6 △ 67.2 △ 60.6 △ 52.3 △ 41.1 △ 13.5

　令和７年/２年 △ 22.2 5.6 △ 16.7 △ 24.0 △ 25.6 △ 21.1 △ 22.5 △ 23.9

構成比（％）

平成　27年 100.0 1.0 25.3 28.0 24.6 10.2 5.9 5.0

令和　２年 100.0 1.9 15.5 24.1 25.4 12.7 9.2 11.3

　　　７年 100.0 2.5 16.6 23.5 24.3 12.9 9.2 11.0


